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JISA2030「デジタル技術で人が輝く社会」への道筋
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JISA  Vision

JISA2030
デジタル技術で

『人が輝く社会』を

創る
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１．JISA 2030の実現に向けて
 我々は何を成すべきか

２．JISA Initiatives
 定義
 重点テーマ

３．令和5年度事業運営方針

４．活動を推進する組織とテーマ
 委員会
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 コミュニティ
 事務局事業

５．スケジュール

■参考 現状認識 ～この一年の動き～

事業計画の構成
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1. JISA2030の実現に向けて

『人が輝く社会』とは、

• 多様な個人が、心身ともに健康で、持てる能力を発揮し、自らの成長を実感出来る社会

• 新しい社会規範・自己規律が醸成され、誰一人取り残すことのない安心・安全でサステナブルな社会

今、我々は何をなすべきか・・・・

• JISA Initiativesの遂行をもってJISA2030を実現する。
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■ 事業環境認識 と JISA Initiatives

JISA Initiatives

不確実性
の時代

個人の時代

時代の方向感

組織/
社会規範の
変容

個人と
社会/組織

の
関係性変容

個人価値観
の変容

３つの変容地球環境

• 感染症
• パンデミック
• 気候変動の激化

政治/経済

• 地政学リスク/国際紛争の生起
• イデオロギーの衝突
• 民主主義/資本主義の変容
• 国際秩序の動揺
• 貿易の停滞
• グローバル経済の分断

社会トレンド

• 社会のデジタル化の進展
• テクノロジーの革命的進化
• 「働くこと（Workｓ）」の革新

JISA2030

デジタル技術で
「人が輝く社会」を
創る



Main Title 2

Description of the Main Title 2.

● Point 1. Description.
● Point 2. Description.
● Point 3. Description.

2. JISA Initiatives

（定義）

先端技術力を基に

情報サービス産業の産業力(人材力・企業力）を強化し

産官学共創や政策提言活動

さらには産業の国際連携活動をもって

社会のデジタル化をリードし

JISA2030を実現する
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個（人材）
を鍛える

組織（企業）
を鍛える

J
IS

A
In

itia
tiv

e
s

ITアスリート/同コミュニティの育成と
社会的リスキリングの推進

経営マネジメント力/人的資本の活用力
を強化し、アジリティ/サステナビリティ
を向上

社会のデジタル化を
リードすべく

産官学共創活動や
政策提言活動の推進

国際連携活動の推進

先端デジタル技術への
対応力/社会実装力の強化

情報サービス産業
を鍛える

JISA2030

デジタル技術で
「人が輝く社会」を
創る

「人が輝く社会」とは、

•多様な個人が心身ともに健康で、
誰もが思う存分持てる能力を発揮でき、
自らの成長を実感できる社会

•新しい社会規範/個人の自己規律が醸成され、
「誰一人として取り残すことのない」
安心安全/サステナブルな社会
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※併せて、会員の声を踏まえた上でJISA活動の再検討及び活性化を遂行する。

（重点テーマ）



3. 令和5年度事業運営方針

1. ITアスリート/同コミュニティの育成と社会的リスキリングの推進

2. 先端デジタル技術への対応力/社会実装力の強化

3. 経営マネジメント力/人的資本の活用力の強化、アジリティ/サステナビリティの向上

4. 社会のデジタル化をリードすべく産官学共創/政策提言/国際連携を推進

5. 会員の声を踏まえた上でのJISA活動の再検討/活性化

令和5年度のJISA活動は、JISA2030の実現に向けて、JISA Initiativesに掲げる
以下の重点テーマの遂行に注力し、もって情報サービス産業（その個の要素としての
人材および組織要素としての企業）を鍛えることを基本とする。

7

令和５年度
事業運営方針 鍛えよう、情報サービス産業。鍛えよう、個と組織。



4. 活動を推進する組織とテーマ

企画委員会 全般的事業企画

• JISA活動全般の見直し/活性化

• 地域デジタル化の推進に資する地区会のあり方の検討

• 会員企業の経営層/中間管理職層/若手層の交流促進

• JISA主催のJDMF他各種コンフェレンス/JISAアワード等の企画/運営

• スタートアップ企業に対するJISAとしての対応のあり方の検討

• 広報活動/部会活動（財務税制/法務契約/取引/環境/白書/統計）の再構築

人材委員会 人材力の強化

• ITアスリート他トップデジタル人材の育成

• ITアスリート他トップデジタル人材が切磋琢磨する交流/コミュニティ活動の企画/運営/推進

• NTCプロジェクトの企画/運営

• 社会的リスキリングの推進

• 次世代を見据えた働き方にかかる社会提言の発信

• デジタル社会におけるあるべき労働法制に向けての社会提言（政策提言委員会と共管）

• 部会活動（学校教育）の再構築

ビジネス委員会 企業力の強化

• 会員企業の経営マネジメント力強化に向けた各種情報発信

• 若手経営者に対しての経営力醸成プログラムの企画/推進

• 次世代の働き方を見据えた組織/組織管理手法にかかる社会提言の発信

• 産官学共創プロジェクトの企画/推進

技術委員会 技術力の強化

• 先端デジタル技術の探索/探求

• 先端デジタル技術にかかる社会実装力の醸成

• サイバーセキュリティ技術への対応

• 技術コンテストの企画/運営/推進

• 部会活動（技術動向）の再構築

政策提言委員会 政策提言
• 政府（METI）/社会に向けたDX/Digitalizationにかかる政策提言の発信

• 政府（MHLW）/社会に向けたデジタル社会における労働法制にかかる政策提言の発信

国際委員会 デジタルアジア推進 • ASOCIO関連の国際連携活動の推進

特命 • デジタル庁対応

■ 委員会
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地区会 地域振興の強化
• 地区会活動の推進

• 地区会と各委員会等との連携の推進

• 地区会間連携の推進

■ 地区会

省庁委託事業（検討中） 政府のIT政策への参画
• 経済産業省：DX関連等

• 厚生労働省：働き方改革等

インターネットEDI
普及推進協議会 情報流通の最適化等

• 産業界のサプライチェーンにおける情報流通の最適化、高度化、効率化の推進

• 協議会の運営

プライバシーマーク審査会 付与適格性の審査
• 付与適格性審査を行うプライバシーマーク審査会の運営

各種事業 各種事業活動の推進

• 研修事業（ICTカレッジ/各種研修/教員企業研修等）

• 地域支援事業

• 情報発信等（統計データ等の分かり易い情報発信、HP運営、会報発行、JISAニュース配信、プレスリリース、協会パンフ等）

• 保険・年金/証明事業（損害賠償保険、確定拠出年金、グループ保険、ドリーム年金、税制証明書発行）

• 証明発行（「中小企業経営強化税制証明書」等）

• 会員企業へのJISA活動等の情報発信（つなげるデスク等）

• 研修事業、保険/年金等の会員サービスの充実化

• 会議運営（総会/情報交換会、賀詞交歓会、理事会、正副会長会議等）

• 各種事業の推進に向けた事務局体制の強化
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■ 事務局事業

会員コミュニティ テーマ毎の自主的活動

• 会員コミュニティ活動の推進（参考：令和４年度の活動例）

ITアーキテクトコミュニティ

採用コミュニティ

会員連携コミュニティ

事業アライアンス推進コミュニティ

デジタルビジネスインキュベーションコミュニティ

ワーク・ライフ・バランス推進

■ コミュニティ



監事会

・ICTカレッジ運営 ・地域高度化事業 ・各種セミナー ・各種証明
・各種保険 ・受託事業等

※会員の自主的運営を原則とし、目的、目標、具体的活動を自らが設定し、
実行する

総会 理事会

地区会

事務局事業

企画委員会

人材委員会

ビジネス委員会

会員コミュニティ

プライバシーマ
ーク審査会

政策提言委員会

正副会長
会議

※委員会の傘下に置く部会等については、新体制における各委員会で検討
して設置する。

国際委員会

■東日本地区会 ■関東地区会 ■中部地区会 ■関西地区会 ■西日本地区会
■東京Ａ地区会 ■東京Ｂ地区会 ■東京Ｃ地区会 ■東京Ｄ地区会

特命 ・デジタル庁対応

10

技術委員会

■組織体制図



5. スケジュール
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の
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き
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（政策提言）
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活況なIT市場

盛んなIT投資により、
DX関連、システム更新、
制度変更対応等、数多く
の多様な案件がある。
一方、恒常的な人材不

足により、プロジェクト
体制が取れずに受注でき
ないケースもある。

人材の流動化

優秀な技術者の転職が
増え、企業の離職率も上
がっている。
地域でも首都圏企業へ

の流出が増え、大都市圏
と同程度の給与水準が必
要となっている。
流動を前提にした経営

を考える時期にある。

人材要件の変化

人材は、ビジネスを変
革させる人材、新技術を
活用出来る人材、プロジ
ェクト推進力・人を動か
す力・人を育てる力を有
する人材、基盤からアプ
リまで一貫して対応出来
る人材、デジタル人材等
がより求められる。

経営の変化

自らのDXに向けて変革
のためのケイパビリティ
が重要になっている。
一方、テレワークによ

り組織の人間関係が変わ
り、コミュニケーション
のあり方、社員と会社と
の関係性の見直しが求め
られる。

政府・社会
との関係

新たな社会創りのため
の国・政府とのリレーシ
ョンが必要になる。
デジタル庁・経産省の

施策に業界として支援・
参画することが必要。
地域の活性化に貢献し、

地域から「人が輝く社
会」を実現する。

顧客の動向

DXやIT活用で顧客の二
極化がより進んでいる。
顧客との共創関係を前提
とした信頼関係とビジネ
スモデルの創造が求めら
れている。
一方、世界経済の景気

後退の兆候もあり、その
影響が懸念される。

働き方の変化

若者が求めるのは、自
己の成長、魅力ある処遇、
信頼・共鳴できる上司と
チーム（人間関係）であ
り、流動化の中でワー
ク・エンゲージメントを
重視した経営への関心が
高まっている。

※役員ヒアリング等より

経済の情勢

世界的な物価高と円安
が止まらず、グローバル
なインフレが進行してい
る。
他方、我が国では賃上

げを通じた成長と分配の
好循環への要請が高まり、
企業の対応が問われてい
る。

■参考 現状認識～この一年の動き～



一般社団法人 情報サービス産業協会
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